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第三章 民族自決論とパワー・ポリティクス（二）
民族自決は、これが主張される状況やイデオロギー的立場を反映して、
多様な解釈を許容しうる概念である。そこには、民族自決それ自体（「民族
自決とは何か」）をめぐる理論的側面と、これを適用する際の外交的・政
策的側面、あるいは政策を正当化するイデオロギーとして理論を構成し援
用していく面がある。前者に関しては民族自治との異同をめぐる争点も見
出される。後者においても、とくに「ヴェルサイユ」以後、自決主体の規
模や正統性が論点化されてきた。
事実、民族自決には政治指導者の現実政治への認識、戦略と戦術によっ
て多様な位置づけが可能である。これまでみてきたように、民族自決はさ
まざまな帰結をもたらし、また指導者の政治的立場が同時に理論的立場を
決定づけてきた。そして第一次大戦期の国際秩序において、民族自決をめ
ぐる指導者の理論と政策は、それらがどのような役割を果たし、その位置
を獲得していくかの重大な転機ともなった。
この最終章では、これらの理論と現実の過程を「三つの民族自決論」
（バウアー、ウィルソン、レーニン）の比較を通して小括するとともに、三
者への理論的評価を加えて結びとしたい。
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第一節 「三つの民族自決論」と国際秩序
（一）「帝国主義の時代」と民族自決論
民族自決が国際政治の主題となり、三者において理論が確立されていく
背景には「帝国主義の時代」という同時代性があった。バウアーは、帝国
の維持を想定し、諸民族が自己の意思に従って共存できる政治的枠組を求
めた。レーニンはこれを「文化的民族自治論」として排したが、バウアー
が帝国の存続・再編を主張したのは反帝国主義のゆえであった。
オーストリア＝ハンガリーが帝国主義の一翼を担っていたのは逆説的で
あるが、「歴史なき民族」の分離独立が版図拡大を窺う列強に翻弄される
と考えたバウアーには、諸民族の経済的、政治的、文化的生存を帝国主義
から護る枠組が必要であった。レーニンにおいても小国家への分立は社会
主義に反するものであったが、諸民族の同権を保障する国家的分離権なし
に国際主義はありえず、レーニンは、ロシア帝国の従属下にある弱小民族
が支配的大民族と対等に連繋できる原則として民族自決権を主張したので
あった。
他方、ウィルソンの民族自決論を反帝国主義的な思想に辿るのは難し
い。西半球において「フロンティア」を外延化しつつ、「棍棒」と「ドル」
による外交を継承した「宣教師」の外交は、被抑圧民族の解放という視点
を欠いていた。これはウィルソンを帝国主義者として位置づけることを意
味しないが、彼が帝国主義的旧秩序に対抗して新秩序を企図するに際し
て、その重心は民族解放ではなく自由貿易に置かれていた。ただウィルソ
ンは、民族自決を民主主義と不可分の普遍的規範的価値として主張してい
た。その点でウィルソンの理論も、旧秩序に対する変革を自覚的に希求し
つつ構築されたのである。
このように、マルクス主義において民族自決論は、理論的論争を経験し
つつも、帝国主義に対する被抑圧諸民族の解放原理として捉えられてき
た。他方、ウィルソンの理論は、民族解放の視点は希薄であったが、民主
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主義の普遍化を志向するものであった。いずれにしても、「三つの民族自
決論」が帝国主義戦争のなかで具体的な意味をもちはじめた背景には、同
時代の変化を画期づけるいくつかの要因があった。
（二）「旧い外交」と「新しい外交」
第一に、ウィルソンとレーニンによる「新しい外交」への胎動がみられ
た。大戦の勃発において不明瞭であった戦争目的は、その膠着化・長期化
のなかでかたちづくられ、その過程で民族自決が国際政治の動因の一つに
なりえた。これに寄与したのが、「ウィルソン対レーニン」という構図で描
かれる「新しい外交」であった。
十月革命とアメリカ参戦によって、勢力範囲拡大を目論む軍事同盟や秘
密協定、そして民族抑圧に特徴づけられる「旧い外交」は、他民族による
支配からの脱却として民族自決を掲げる「新しい外交」に取って代られる
かにみえた。ウィルソンは民主主義にもとづく諸国家から成るヨーロッパ
秩序の再編を、レーニンはヨーロッパ「世界革命」の成就を、それぞれが
帝国主義に対抗するヴィジョンを描きつつこの時代のゆくえを共有してい
た。
「新しい外交」へ向け戦争目的に設定された民族自決であったが、両者
が同じ基盤の上に立つことはなかった。まず、戦争の即時停止を求め平和
外交を唱導したレーニンに対し、ウィルソンの「勝利なき講和」は、戦争
の正当性を問いつつも、その継続を対社会主義政策のなかに位置づけてい
た。また、レーニンは、ヨーロッパの民族運動を階級闘争と結びつけ、「世
界革命」を、さらにはアジアにおける「民族革命」を展望して民族自決を
表明していた。それに対しウィルソンは「文明民族」から成るヨーロッパ
の民主勢力の発展を構想していた。ボリシェヴィキを承認しなかったウィ
ルソンにとって、民主勢力の伸張はボリシェヴィズムの浸透を防ぐことで
もあった。
このように、民族自決論にみる「ウィルソン対レーニン」の構図は、理
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論的対立点を示す以上に、帝国主義の旧秩序に対する新秩序をめぐるパ
ワー・ポリティクスに新たな対立軸を形成していくものであった。それで
も、戦争を通じて疲弊し凋落しつつあったヨーロッパ列強に対し、台頭し
てきた米ソの指導者がともに民族自決を主張したことが、民族自決原則の
確立に大きく寄与した。民族自決概念が国際政治の動態を左右する一つの
原則にまで高められていったのは、社会主義と民主主義が不可分の関係に
あったからである。
（三）「民族原理」と「国民統合」
第二に、「民族原理（nationality）」の観念が民族自決論の展開によって受
容されていく要因を指摘しておきたい。その素地は、反戦として表現され
た反帝国主義の思潮と運動を含む民主主義の拡大であり、「国民の社会化」
「国民統合」を促した「帝国主義的ナショナリズム」にあった。しかしそれ
は、植民地支配の余剰を梃子に労働者階級を包摂する、したがって植民地
の存続を正当化するがゆえの「国民統合」であった。
サラエヴォ事件から大戦への拡大過程は帝国の「祖国防衛」を基礎とし
ていた。植民地からの超過利潤を背景に「労働貴族」（レーニン）と化した
各国の社会主義政党も、反戦から参戦へ、その革命への道程を変転させ、
挙国一致体制は、原理的に相容れない帝国主義とナショナリズムとの結合
を正当化していった。そして挙国一致を通じた「国民の社会化」は、他方
で労働者階級を含む「国民（nation）」の主権性を実質化する役割を果たし
民主主義を深化させたのである。
既述のように、大戦はナショナリズムに対するインターナショナルの敗
北を刻印するが、国際主義者は大戦勃発の瀬戸際まで反戦平和を唱えてい
た。「社会愛国主義」を導いたのは、「外敵」に直面した愛国的情感の昂揚
のみならず、労働者の経済闘争が容易になり、支配階級の労働者への譲歩
が引きだされたからでもあった。したがって、祖国防衛を通じて経済闘争
の優位に立ちえた点で、労働者の参戦さえ反社会主義的ではなかった。さ
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らに、反ボリシェヴィズムは、やがて労働運動への弾圧や「赤狩り」となっ
て露出するが、同時に労働運動への懐柔策を引きださせた。その意味で、
「福祉国家」の「離陸」を促し（「社会帝国主義」）、そのベクトルを強めた
のが、ボリシェヴィズムと十月革命であり、それらが「帝国主義的ナショ
ナリズム」を支えたのである。
こうしたなか、民族自決は国際政治のアジェンダに浮上したが、「ヴェ
ルサイユ」における民族自決は、植民地確保に固執した帝国（とくに英仏）
の思惑、諸民族間の利害対立を惹き起こし、その適用にあたって課題が残
された。しかし、民族自決が民主主義そのものと考えられていた点で、新
しい時代の幕開けでもあった。つまり大戦を通じた「国民の社会化」は、
一方で大戦の「全体化」「総力戦」を支えつつも、それゆえに他方で民族原
理による自決の正当性を広めえたのである。
（四）「民族問題」の“再生産”
同時にそのことは、戦争の大義を「平和と民主主義」――その具現を民
族自決にみることによって、戦争の帝国主義的性格を希釈化することでも
あった。この点で戦後の国家・民族間関係の支配―従属関係も民族自決の
なかで正当化された。それは、独立を約束されながら委任統治下に置かれ
たアラブ地域で顕著であったが、自決の適用範囲や国境画定において戦勝
国の恣意性は明らかであった。そこに浮上した民族自決問題が手続きであ
り、それは民主主義と密接に関係していた。
民族自決の手続きは、住民の意思――民主主義をいかにして反映させる
かに懸かっており、それは不十分ながら住民投票によって果たされた。そ
れは、とくにドイツ周辺の境界画定を正当化しうる唯一の手法であったか
もしれない。しかし、住民投票の範囲および主体の画定を正当化する十分
な根拠はなく（アルザス＝ロレーヌなど）、自決の名の下に履行された住
民投票は、民族混在地をめぐる民族対立の激化を招き、問題を先送りにす
るどころか、新たな火種を膨らますだけであった。しかもその際の住民投
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票は、ヨーロッパの勢力均衡と戦勝国の戦略的配慮の自己正当化を補う手
段でもあった。すでに、「民主的」手続きを踏んだ民族自決も、それによる
「民族国家」も明らかな擬制であった。こうして、戦後国際秩序の形成が民
族自決によって粉飾されていったのである。
その帰結の第一は、ヨーロッパにおける「民族自決の不徹底」として特
徴づけられる。その典型はオーストリアの分割とその後の民族間の分裂に
みられた。それは、人口分布と国境の不一致の歪みを敗戦国にのみ負わ
せ、多数の強制移住者や難民を生みだす自決のあり方に疑義を呈する十分
な論拠を与えるものであった。
第二に、植民地ないし従属地域における自決原則適用の反古であった。
委任統治によって独立を反古にされた中東の諸民族や、ロシア「周辺」地
域の「自決」は先送りされるか蔑ろにされた。それは、レーニンとウィル
ソンによる「旧い外交」に対する「新しい外交」への代謝を妨げることに
なった。大戦期に育まれた民族自決論が、一方で戦勝国の「国民統合」に
助力するイデオロギーとして、他方で敗戦国の「国民分裂」を正当化する
イデオロギーとして、その役割を果たしたとすれば、その展開を導いたの
はパワー・ポリティクスにほかならなかった。
第二節 「三つの民族自決論」と「その後」
（一）バウアーと「その後」
バウアーが国政を担いパワー・ポリティクスに向き合った時期、その理
論はすでに「沈殿」しつつあった。帝国の解体を眼前に１８年から翌年にか
けて８か月間、バウアーはオーストリア外相として講和会議に携わった
が、その経歴はオーストリアの生存そのものに精力を注ぎ込むことに費や
された。
まず「歴史なき民族」チェコスロヴァキアの独立をはじめ、帝国の解体
によって自治論の「実験場」は失われた。それは、「歴史なき民族」の覚醒
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を説いたバウアーの理論が、その独立によって「沈殿」を余儀なくされて
いくことであった。アンシュルスの頓挫は、後の「自決論」をさえ生かせ
ず、オーストリアの政治的命運を決することになった。その後、バウアー
の理論は社会主義「正統」のドグマ化のなかで文字通り「沈殿」していっ
た。その理由として次のようなことが考えられる。
第一に、カウツキー、レーニン、スターリンなど、当時のマルクス主義
者の批判と揶揄に晒され、これを支持する有力者がいなかった。レーニ
ン、スターリンらの理論的立場が堅固化されるにつれて、バウアーの理論
的意義は歴史的に漸減させられていった。スターリン理論のドグマ化はバ
ウアー理論の「異端」化であり、後代のマルクス主義者からも批判されつ
づけた。第二に、それがマルクス主義的アプローチであるがゆえに欧米の
歴史家たちからも言及されることはあれ軽視され、かつそのわずかな言及
でさえ批判的であった。そして第三に、バウアーが考察の対象したオー
ストリアの民族問題がその解体によって「解決」をみたという現実が決定
打となった。さらに第四に、バウアー自身が大戦中に事実上自治論を放棄
し、「自己批判」「転向」とも言われる「レーニン的自決論」（アンシュル
ス）を展開したことである。
しかし、これらによってバウアーの理論に破綻を宣告することはできな
い。第一に、レーニンらボリシェヴィキからの批判は、マルクス主義にお
いてバウアーらオーストロ・マルクス主義とボリシェヴィキとのいずれに
正当性があるのかを再び論争の舞台へともちあげたにすぎない。第二に、
帝国解体による「実験場」の喪失は必ずしも理論的破綻を明示するもので
はない。つまり自治論の破綻は理論それ自体の問題ではなく、国際政治の
力学によるものであった。バウアーは１９０８‐０９年頃、帝国維持の不可能性を
考慮しており、帝国解体と彼の「レーニン的自決論」への「転向」がバウ
アーをしてその民族理論を放棄させたとの批判は当たらない。その「転
向」は国際情勢に余儀なくされたのであり、これまでのバウアー批判はそ
の正当性を欠くものであった。
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その後、大戦後における汎ドイツ主義は３８年のもう一つの“アンシュル
ス”を迎え、オーストリア社会民主党はナチス・ドイツへ加担する結果と
なった。反ナチスの立場に立ってこの“アンシュルス”に抵抗したバウ
アーであったが、オーストロ・マルクス主義とバウアーの理論への低い評
価は定着化し、「再評価」を待つことになる。
（二）ウィルソンと「その後」
レーニンに対抗しつつ民主主義を主張したウィルソンの民族自決論にも
とづく政策が、反ボリシェヴィキと「宣教師外交」からのみ生まれたとい
うのは不十分である。貫徹せずとも、ウィルソンが自決原則に沿って講
和交渉に臨み、これを強く主張したのも事実であった。ウィルソンは、領
域の切取りを内容としたロンドン条約やブカレスト条約など「旧い外交」
に反対を表明し、明確に旧秩序の変革を展望していた。
しかし、１８年１月にウィルソンは帝国の維持を示唆していたにもかかわ
らず、セルビア、チェコスロヴァキア、ポーランドとの事実上の連合関係
にあった。また十四か条に沿わず、チェコスロヴァキアの独立に承認を
与え、ヴェルサイユで妥協を重ねていったのもウィルソンであった。各国
間で約束されていた領土再分割がウィルソンの障害となったのは確かであ
るが、交渉の妥協が成立したのもウィルソンの楽観主義（国際連盟での解
決への展望）と、反ボリシェヴィキ勢力の糾合を求めた結果であった。そ
して、ウィルソンが自己の理念を踏まえて提案した委任統治システムも、
ヨーロッパ戦勝国による帝国再編の企図に資する結果となった。
国際秩序の原則として掲げられたウィルソンの自決論は、現実に裏打ち
されながら練成されたというよりも、原則を通じて現実をつくりだそうと
するものであった。この意味で、国際政治を青眼視していたウィルソンの
原則適用における曖昧さは、逆にさまざまな主張と対立を引きだす結果と
なった。しかも、これは「戦後秩序」をヨーロッパ中心に据えていた限り
で原則たりえたのである。
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その後、アメリカにとって民族自決は、国際秩序を律する原則的立場で
さえなくなっていった。ウィルソンの時代、「独立の保障は尚早であるべ
きではなく、それは、独立を願望し、かつ〔それに〕伴われる責務を引き
受けることのできる人民にのみ付与されるべき」との立場があった。し
かしこの立場は、「政治的リアリズム」において、軍事的、経済的な国益―
―それは植民地を軍事基地、人的動員基地、原料供給基地、市場として位
置づけていくこととなる――のもと、アメリカの植民地主義の維持を正当
化していくことになったのである。
こうして、旧秩序（とくに植民地問題）に対するアメリカの政策は、「伝
統的に」は植民地独立を望むものであったが（「伝統的にモラリステイッ
クな」立場に支えられた）、ウィルソンの「政治的アイデアリズム」から
「政治的リアリズム」に対蹠させながらその変化をみることができる。し
かし、むしろ両者には通底する「原則」が見出される。それは、独立の保
障を決定するのがアメリカであったことに集約されるが、さらに、植民地
との「〈幸福な〉依存関係」の発展――「相互依存論」の主張にほかならな
い――を対植民地政策の中心に据えている点である。なぜなら、この
「〈幸福な〉関係」こそ、国際政治におけるウィルソン的な「アイデアリズ
ム」と「道義」を正当化しうるからである。
（三）レーニンと「その後」
「周辺」における革命と連邦形成は、干渉戦・内戦、「一国社会主義」を
経て完結した。民族自決権を主張したボリシェヴィキは、概して言え
ば、「周辺」諸民族の自決を圧し潰すかたちでこれを進めた。レーニンは政
府と党を区別することによって自己の理論に忠実であった。つまり、諸民
族には分離し独立国家を形成する権利は無条件に保障されるが、プロレタ
リア国際主義の党としてのボリシェヴィキは分離権の行使には反対すると
の論理であった。
一貫して自決権を主張したレーニンは同時に党の指導者であり革命が政
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治であった。したがって、政権に就いたレーニンは党として民族自決に反
対していく戦術をとった。そして干渉戦・内戦のなかでこそ繰り広げられ
た「周辺」の革命は、分離独立を阻止する立場から推し進められた。確か
に、脆弱な社会主義体制の前線に位置する「周辺」諸民族の独立は、列強
の勢力圏内に組み込まれ、やがて体制そのものが突き崩される現実味を帯
びていた。
レーニンは、主権をもつ共和国政府がすでに樹立されていたという現実
的配慮、また諸民族の不平等構造が残存していたため、諸民族が対等な立
場で結合する連邦制をとらざるをえなかった。しかも、ヨーロッパでの革
命への動きは退潮しつつあり、革命を守るためにも諸民族間の同盟が求め
られた。諸民族の同権が連邦形成の前提となっていた限りで、連邦化は形
式的にはレーニンの理論に依拠していた。しかし実際には、この連邦化で
はボリシェヴィキ党の武力と宣伝が大きな位置を占め、また中央集権制
を志向する党指導部の多くは民族自決権や連邦制そのものをブルジョア支
配につながるものと考えていたから、諸民族の自由意志による結合という
レーニンの理論的前提自体はすでに崩れつつあった。
ただレーニンは、民族自決権に関してボリシェヴィキのなかで少数派で
あったにもかかわらず、この連邦の過渡的性格に内実を付与すべく民族の
同権に最後まで固執していた。諸民族の抑圧－被抑圧の関係の根因を帝国
主義にみていたレーニンにとって、民族問題とは、帝国主義の産物として
の不平等な民族間関係を止揚する社会主義建設の問題でもあり、圧迫に抗
う諸民族の解放運動を社会主義者として支持することの意義を説いてい
た。
しかし、レーニンは連邦の完成される前に倒れ、その後死に至るまでに
民族間の同権にもとづく関係を内実化することはできなかった。レーニン
にとって世界革命への暫時的形態として採用された連邦制は、レーニン自
身が「遺書」において喚起したように、被抑圧民族への配慮を欠いたス
ターリンを中心とした中央集権化によって完成された。ただ、レーニン
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が、連邦制における中央集権化と諸民族の平等実現との間の溝を埋めるこ
とができたかは疑問である。一時的にしろ、レーニンの構想していた民族
政策の方向はスターリンと同様であり、事実、連邦制と中央集権化が齟齬
をきたすことなどレーニンの頭にはなかった。
その後「レーニン的自決論」はソ連でドグマ化され、民族の権利は空文
化されていった。「ブルジョワ民族主義」に対する「プロレタリア国際主
義」のイデオロギーは、諸民族が「自己決定」を通じて「融合」していく
という国際主義の虚構化に繋がる危険を孕んでいた。
第三節 「三つの民族自決論」の接点と相違点
（一）二つの「自治論」――バウアーとウィルソン
既述のように、バウアーの自治論は、属地主義と属人主義の統一として
把握される。西欧型の「民族国家」が資本主義時代の支配的な国家理念に
なりつつあったなか、それは、ロシア帝国の再編を望む社会主義者を含
め、必ずしも特異ではなかった。その理論は、経済発展とともに諸民族が
ますます混在化しつつあったオーストリアの現実に裏打ちされたもので
あった。
国家の多民族性と諸民族共存が今日的課題であるとすれば、バウアーの
自治論が再評価されるのにも十分な理由がある。バウアーの理論は分析と
展望の双方において、サブ・ナショナルな枠組を擁護するエスニシティ論
の思考の幅を充足し、多民族国家を常態とする現代国家において具体的な
意義を示唆しているからである。
一方、ウィルソンにとって民族自決論は、現実の分析から導かれた理論
というよりも、国際秩序の再編へ能動的に働きかける原則の構築にあっ
た。「ウィルソン的自決論」の性格は、そのパワー・ポリティクスにおける
「副産物」的特性にある。この副産物は、革命政府を代表していたレーニン
への対抗イデオロギーとしてのみならず、国際政治において既成事実化し
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つつあった諸国家の領土的変更の事後承認による理論の適用という性格を
備えていた。
パリ会議でウィルソンは執拗に民族自決を迫ったものの、それは、ヨー
ロッパの「文明諸民族」に限定されたものであった。またウィルソン自身
「レーニン的自決論」に反対しつづけ、事後的に、言語を指標として単位づ
けられた「民族原理」にもとづき自決に与したにすぎなかった。むしろ
「ウィルソン的自決論」が国際政治において果たした役割は、アメリカの圧
倒的経済力を背景に「国益」として定義づけられるパワー・ポリティクス
に道義を注ぎ込むことにあった。
ところで、理論としてその自決論をみれば、その特徴は民主主義の強調
にあり、歴史的に民主主義と不可分とする民族自決論を継承していること
にあった。既述のように「ウィルソン的自決論」の本質は、「自治（self‐
government）」であり、それは「民族自決」の自決主体に民主的政体への能
力を問うことであった。
バウアーとウィルソンの理論的接点は、個人主義的民主主義（それぞ
れ、属人主義と西欧的伝統）にあり、それは、「レーニン的自決論」に比し
て集団としての民族よりも、個人の選択意思を第一に尊重するという立場
として表れる。その点で、「自治論」として両者の理論は相通じるのであ
る。
ところが、この接点は同時に相違点をもなす。第一に、バウアーの自治
が個人の意思を尊重しつつも政体として民族の権利を保障するものである
のに対して、ウィルソンの自治は、メキシコ革命への干渉に際してウィル
ソンが「良い政治家の選び方を教える」と恫喝したように、個々人の集合
体である人民の体制選択に重きがある。第二に、バウアーの自治論が政治
システムとしての民族の自治であるのに対し、ウィルソンのそれは、シス
テムとしては民主制ではあるが、集団としての民族自治を意味するもので
はなかった。
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（二）「るつぼ論」と「接近・融合論」――ウィルソンとレーニン
「ウィルソン的自決論」が「自治」を特徴としていたのに対して、レー
ニンが分離権を主張したという意味で両者は対照的であるが、両者には、
民族観と国家統合の未来像において接点を見出すことができる。
レーニンにおいて、資本主義経済の発展における国家の典型的形態は
「民族国家」であった。またレーニンは資本主義の発展が「民族国家」に担
われていることを西欧の先進「民族国家」に見出していた。「民族国家」は
資本主義における支配機関であり、それはブルジョワ支配を堅固づけるも
のであった。「民族国家」の生成・発展を促進し決定するのは経済領域で
あり、その根拠を言語領域に置いていた。
ウィルソンの「自治」は民族としての権利を主張するものではなく、む
しろ逆であった。それは、彼が黒人隔離を法制化し、かつ移民の間にみら
れる「ハイフンつきアメリカ人」をネガティヴに捉えていた点にあらわれ
た。むしろウィルソンの自治論における理想は、移民、人種間の差異を解
消する、実質的にはワスプへの同化を意味していた。この点で、「るつぼ社
会」のアメリカを国際主義的民族間関係の理想（模範）として言及した
レーニンにも、同様の視点があった。
レーニンはプロレタリア国際主義の具体化を諸民族の「接近・融合」に
見出していた。この「接近・融合」を単線的な同化論に見出す見解もある
が、断定することはできないように思われる。ただ理論上、「接近・融合」
論は、一つの理念を共有する新しい「国民」の形成を目指すアメリカの「る
つぼ」論に類似したものと考えられる。この点でウィルソンの理念として
の「るつぼ」とのアナロジーでレーニンの「接近・融合」論を捉えること
ができる。
他方で、レーニンとウィルソンの間には、まず「ネイション（民族／国
民）」をいかに捉えるかについて明確な相違がみられる。それは、資本主義
の発展とその経済領域に「ネイション」の土台をみるマルクス主義的立場
と、これを「文明的」――「自己統治」の能力を有する人民の総体と捉え
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る立場を分岐するものであった。前者には「ネイション」における「自己
決定」の論理は希薄であり、後者には「ネイション」に経済的・階級的な
視点は後景に退いている。
さらに、両者においては、「自決」をめぐっても大きな相違点が見出され
る。すなわち、レーニンにおいては、資本主義経済の発展に導かれた「民
族」がその経済的発展に即して自己の国家を形成することが「自決」であ
るのに対し、ウィルソンにあって「自決」とは共通の政治形態として「人
民」によって選択される政治体制（民主的政体）の確立であったのである。
（三）「自決論」と「自治論」――レーニンとバウアー
国家的分離権を主張したレーニンと自治論を展開したバウアーの対立点
は民族問題をめぐるマルクス主義者の論争点の一つであった。「正統」と
「異端」の分岐はこの対立に矮小化されてきたとさえ言える。この「自決」
論と「自治」論を分岐させた根は、レーニンが自己の理論を確立していく
に際してその論拠とした（１）近代資本主義国家の形態をいかにみるか、
また（２）民族文化をいかに政治的に解釈するかとの点に潜んでいた。
第一に、両者はともに経済領域の拡大の必然性と大国家を社会主義への
過渡的形態とみなす点で共通していたが、にもかかわらず資本主義の国家
観としては「民族国家」と「多民族国家」とにそれぞれ立場を異にしてい
た。
レーニンがバウアーの自治論を反駁するにあたって強調したのは、資本
主義的生産様式およびその発展に適合する国家形態を「民族国家」に、ま
た「あらゆる民族運動の傾向」をもその形成にみたからであった。バウ
アーも大国家を展望していたが、国家形態の典型を必ずしも「民族国家」
にみてはいなかった。むしろ大国家の経済領域の原則に沿って帝国を仮定
したバウアーは、「民族国家」を典型的・規範的とはせず、民族の権利を自
治の政治システムに見出したのである。
このように、両者の相違は「民族国家」に対する考え方の相違として表
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出し、国家と民族とを分離するバウアーに対し、レーニンは国家と民族と
を一致させて領域的な枠組を民族自決の要件としていた。この相違は民族
観に反映され、民族（「自然共同体」と「文化共同体」の統一）に文化単位
としての位置づけを与えていたバウアーに対し、レーニンはこれを主とし
て経済単位とみていた。したがって、レーニンにとって経済領域の基本単
位が民族であり、その単位形成の基軸として言語の役割を重視した。し
かしバウアーにとって、領土と民族は不可分ではなく、また民族言語の役
割は経済領域（国境）を規定する直接要因ではなかった。ここから両者の
理論は、民族の主体における経済還元論をめぐって争点化された。
第二に、上記に関連して、民族（および民族文化）と社会主義との関係
に対する解釈の相違がみられた。民族文化をブルジョア文化とみなすレー
ニンに対し、バウアーにおいて民族文化はそれ自体価値あるものとされ
た。バウアーにとって、各民族が民族文化を発展させ、その発揚を十分に
保障するのが社会主義であった。疎外されたプロレタリアートこそが民族
文化の担い手になるべきであって、民族文化なき国際文化は考えられな
い。バウアーは、以上の立場から「歴史なき民族」論を批判し、資本主義
の発展が「民族の覚醒」を促し、民族の文化的性格がむしろ強化されると
考えた。それは、資本主義の発展が諸民族の「接近・融合」に至るとした
レーニンに対峙するものであった。
このことは、第一にボリシェヴィキの中央集権国家像と、バウアーを論
客とするオーストリア社会民主党における、民族単位の連邦制を基盤とし
た分権的国家像とに対比される。第二に、ボリシェヴィキの属地主義原
則に対するバウアーの属人主義原則の対立として捉えられるだろう。
ただ、小国家の分立に対し多民族国家における諸民族共存を志向してい
た点で、形態は異なるが、両者に同じ基盤のあったことも事実である。バ
ウアーが「歴史なき民族」の覚醒を解放運動の端緒とみなし、レーニンが
植民地・従属国の諸民族の解放原理として自決権をみた点で両者は共通し
ていた。レーニンは、国際主義を前面に押し出すことによって民族的権
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利の行使に否定的であったが、いかなる民族にも特権があってはならない
と主張した点でもバウアーに通じるものがある。こうした共通点は両者が
帝国主義に対して民族自決論を掲げたことに求められる。
結 論
民族自決は、歴史的に民主主義そのものであり、少なくとも相補的で
あった。ここで取り上げた三者のいずれも、異なる視角から形成され独自
性をもつものの、民主主義の課題として形成された。それゆえに、大戦期
に繰り広げられた民族自決の声は民主主義を希求するその広がりを示すも
のであった。そして、大戦終結による帝国の解体と「民族国家」の叢生は、
国際政治における民族原理の確立を刻印するものとなった。したがって、
民族は国家をもつことができ、国家は単一民族をその主体として主権を担
うという民族原理は、国際政治における反帝国主義の原理として、つまり
民主主義への一歩を踏みだす画期であった。
しかし、この民主主義としての意義を「三つの民族自決論」に認めうる
としても、それぞれの限界もまた確認されるであろう。それは、「三つの
民族自決論」がまさに「帝国主義の時代」の産物であったことに求められ
る。
繰り返してきたように、「ウィルソン的自決論」は大国の恣意的な解釈
と行動を許容していくこととなった。ウィルソンにおける「文明民族」と
「非文明民族」の区分はその恣意性を正当化しさえした。そこで「民族自
決」は、大国による「民族」の区分けと、大国自身の「自己決定」を意味
したのである。そして、このことがヴェルサイユの妥協を生みだしたので
あった。「文明民族」と「非文明民族」を決定するものこそがパワー・ポリ
ティクスにほかならない。
また、今日のエスニシティ論の「原型」としてバウアー再評価が理論的
意義をもつとしても、バウアーの民族理論が当時において意義を十分に
発揮しえなかったのは事実である。それを拒んだのは、理論的な矛盾であ
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るよりも、国際政治――戦争の力学であった。チェコスロヴァキアの民族
自決＝国家独立は、戦争の帰趨、大国の思惑と関与によって決定づけられ
た。また、新たに生みだされた「民族国家」は、新たに民族問題を惹起す
ることになった。
さらに「レーニン的自決論」は、社会主義革命のためのプロパガンダで
あったとされ、こうした結論の論拠は、戦術としてレーニンが民族自決権
の行使に反対したことにある。確かに「レーニン的自決論」の最大の逆説
は、分離に反対するにもかかわらず分離権を保障する点にあり、それゆえ
に民族自決がプロパガンダと評価されるのである。しかし、自己の民族自
決論を革命の擁護と不可分としていた「レーニン的自決論」の限界もま
た、民族自決権を十全に生かせない環境を生みだすパワー・ポリティクス
のなかに見出されるかもしれない。
こうした「三つの自決論」における「限界」は、それらの「意義」のな
かでこそ生じたのであった。つまり、パワー・ポリティクスのなかで形成
され、主張されたがゆえの「限界」であり、それは「帝国主義の時代」に
おいて三者が自己の理論を貫こうとしたことによって生じた「限界」でも
あった。それは、理論家であること以上に、パワー・ポリティクスのなか
の政治家としての「限界」であった。
＊
本稿の目的は、民族自決論がパワー・ポリティクスを背景として形成・
確立され、同時にそのなかで意義を発揮し、限界に当面したことを示すこ
とにあった。つまり、国際政治における民主主義としての民族自決論が反
帝国主義であったがゆえにパワー・ポリティクスの諸力によって「限界」
に直面したということである。ここで対象としたのは、バウアー、ウィル
ソン、レーニンという、現実に国際政治の渦中に身をおき民族自決論にも
とづく政策を主唱した、理論家にして政治家であった。その焦点は、それ
ぞれの理論の「意義」がすなわち「限界」でもあったことにいかに向き合
うかにあった。
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視点を変えて敷衍すれば、この「意義」が「限界」であることは、民族
自決論それ自体は、民族紛争を惹起するものではなく、また民族自決を掲
げる諸民族間の対立が理論の「限界」をなすものではないにもかかわら
ず、さらに、なお重要なことに民族自決の主張が支配と従属の現実を浮か
びあがらせたにもかかわらず、民族自決が現実には民族問題を解決するの
ではなく、パワー・ポリティクスを介して民族間の諸紛争をむしろ生起さ
せるということである。本稿での考察から導かれうるのは、「三つの自決
論」と現実の相関において、民族自決論の「意義」がすなわち「限界」で
あったということにつきよう。
【註】
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号、２００２年）、「民族自決論と戦後秩序――バウアー、ウィルソン、レーニンの
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して講和会議で民族自決概念の提示に反対した R・ランシングであった。Ibid.,
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第三節 「三つの民族自決論」の接点と相違点
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大会は、すべての民族の完全な自決権に賛成し、現在、軍事的、民族的その他
の専制の抑圧のもとに苦しんでいる、あらゆる国々の労働者に同情する」との
決議に対する論争の焦点は「すべての民族の完全な自決権」にあった。この決
議を根拠にレーニンは「文化的民族自治」に異議を呈しており、解釈の相違が
すでに表出していた。
 レーニン「民族問題についての論評」『全集（第２０巻）』、１２頁。
 J. Shwarzmantel, op.cit., pp. 153ff., esp., pp. 157‐158. これに関し敷衍すれば、
民族自決論の反帝国主義的性格は「レーニン的」な意味でのみ表現されたので
はない。各国の平和団体は戦争勃発時から事実上「民族自決」を唱えており、
「一四か条」の構築に際して国内の平和団体の存在も無視できない。
 Ibid., p. 78.
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結 論
 民主主義としての民族自決をいかに考えていくかは、今日なお自明ではな
い。とくに、レーニンに対置されるバウアーとウィルソン「自治論」の意義
は、民主主義のなかで民族自決をどのように捉えていくべきなのかをあらため
て示唆している。つまり、民主主義としての民族自決は民族問題を解決できる
のか。また民族の主権と個人の主権とは相容れうるのか。これら古典的な「三
つの民族自決論」は、民族と民主主義の関係を遡って捉え返す課題をなお突き
つけていると言えよう。
 理論的な限界について言えば、第一に、属人主義原則を主張したバウアーの
民族理論や、民族文化の尊重を説くエスニシティ論は、民族間の戦争を説明し
えず、かつその反目の要因と「解決」への方途を明示できない。「ナショナリズ
ムの時代」において、暴力を伴う民族的要求は領域を求めているのである。
第二に、民族自治論の流れを汲む文化相対主義の「陥穽」ともいうべき「限界」
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がある。つまり、集団やイデオロギーの多様性の尊重（「文化相対主義」「多文
化主義」）は、個々の集団やイデオロギーの純粋さ（不可侵性）の尊重と表裏の
関係をなす（E.Kedourie, op.cit., pp.５１‐５２を参照）。したがって、それぞれが至高
の存在をなす多様のなかの一つとして、他者の存在を排除する論理もここに内
包されている。その意味では、分離もイレデンティズムも、あるいは外国人排
斥運動も、同じ原理にそれぞれが依拠していると言える。
 民族解放運動を社会主義革命への一道程として積極的に是認しつつも、民族
自決権の行使を革命に従属させるたことをもって、レーニンの理論は変質した
とするのが、もっとも広くみられる見解である。R. Pipes, op.cit., pp. 36‐37; F.
C. Barghoorm, “Nationality Doctorine in Soviet Political Strategy”, Review of Politics,
16 (3), 1954, p. 285; H. B. Davis, op.cit., pp.58ff.
 レーニンの理論的問題として、第一に、レーニンが民族自決論を主張した際
に引き出した離婚権の比喩がある。民族自決権の行使が離婚権の行使と同様に
その共存を否定することから、この民族自決権を否定するような批判はともか
く、離婚権が行使される際には、一般に裁判所など相互に承認しうる権威とし
て第三者機関の仲介が見込まれるが、自決権の行使にこうした第三者は存在し
ない。第二は、分離権の行使を決定する民族の議会や分離の枠組の具体的基準
を想定せず分離権を原則化したことにある。
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